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概 要 

1. 趣旨 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経営への影響の長期化により、事業収入(売上)が大きく減少する中、

感染拡大を予防しながら事業継続に取り組む中小企業者又は個人事業主を支援するため、「松山市中

小企業等応援金(第 2 弾)」を給付します。 

 

2. 給付額 

法人：30 万円 個人事業主：15 万円 

※応援金(第 2 弾)の申請は、１事業者につき１回限りです。 

(複数の事業所や部門などを展開している場合も個々に申請することはできません。)  

 

  ３．注意事項 

「松山市新型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金(第 6 弾又は第 7 弾)」の対象者、令和 3 年

6～9 月の「緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金」※を申請及び

受給している事業者は、応援金(第 2 弾)を申請できません。 

原則として、月次支援金の対象となる事業者は、月次支援金を申請してください。※P2 参照 

 

令和 3 年９月 1 日時点で松山市内に本社・本店を有する中小企業者等の法人及び松山市内に住所

を有する個人事業主。 

⚫ 本社・本店とは、履歴事項全部証明書における本店を指します。 

⚫ 個人事業主は、住民票の住所が松山市内にあることが必要です。 

⚫ 中小企業基本法に定める中小企業者(※1)に加えて、医療法人、NPO 法人など、会社以外の法人に

ついても幅広く対象となります。 

⚫ 会社以外の法人(※2)については、次の①②のいずれかを満たし、かつ、③に該当する者が対象となります。 

① 資本金の額又は出資の総額(※3)が３億円以下であること。 

② 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員の数(※4)が 300 人

以下であること。 

③ 主たる事務所の所在地が、松山市内にあること。 

※1 中小企業基本法に定める中小企業者の定義 

業種 
中小企業者(※資本金、従業員数の一方が下記の場合) 

資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業、その

他の業種(②～④を除く) 
3 億円以下 300 人以下 

②卸売業 1 億円以下 100 人以下 

③サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

④小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

給付対象者 
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※2 法人格を持っているもののうち会社以外のもの(例：社団法人、財団法人、社会福祉法人、学校法人、医療

法人、農(漁)業協同組合など) 

※3 「基本金」を有する法人については「基本金の額」と、一般財団法人については「当該法人に拠出されている財

産の額」と読み替える。 

※4 「常時使用する従業員」とは、労働基準法第 20 条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」を指しま

す。(パート、アルバイト、派遣職員、契約社員、非正規社員及び出向者については、当該条文をもとに個別に

判断。会社役員及び個人事業主は、「予め解雇の予告を必要とする者」に該当しないため、「常時使用する従

業員」には該当しません。) 

 

以下のいずれかに該当する場合は対象外となります。 

① 「松山市新型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金(第 6 弾又は第 7 弾)」の対象事業者。 

② 令和 3 年 6～9 月の「緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金」※

を一度でも受給した事業者。 

※緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金 

https://www.meti.go.jp/covid-19/getsuji_shien/index.html 

中小企業庁が実施する令和 3 年の緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の影響により売上が減少した

中堅・中小企業者に対して、その影響を緩和して、事業の継続を支援するために給付する支援金。 

令和 3 年４月以降に実施される緊急事態措置又はまん延防止等重点措置に伴う時短営業等の影響に

より、売上が 50％以上減少した中小法人・個人事業主等に月次支援金を給付。 

③ 松山市暴力団排除条例(平成 22 年条例第 32 号)第２条に規定する暴力団又は暴力団員と関係

がある場合等 

④ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法律第 122 号)第２条第１項

の風俗営業(ただし、同項第１号の一部(料理店)及び第５号(ゲームセンター)は除く。)、同条第５

項の性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る同条第 13 項に規定する接客業務受託営業を行う

事業者 

⑤ 国、法人税法別表に規定する公共法人 

法人税法別表に掲げる団体等 

株式会社日本政策金融公庫  港務局  国立大学法人  社会保険診療報酬支払基金 

水害予防組合  水害予防組合連合  大学共同利用機関法人  地方公共団体 

地方公共団体金融機構  地方公共団体情報システム機構  地方住宅供給公社 

地方税共同機構  地方道路公社  地方独立行政法人  独立行政法人(その資本金の額若しくは出資

の金額の全部が国若しくは地方公共団体の所有に属しているもの又はこれに類するものとして、財務大臣が指

定をしたものに限る。)  土地開発公社  土地改良区  土地改良区連合  土地区画整理組合 

日本下水道事業団  日本司法支援センター  日本中央競馬会  日本年金機構  日本放送協会 

⑥ 政治団体 

⑦ 宗教上の組織若しくは団体 

⑧ 大企業及びみなし大企業 

https://www.meti.go.jp/covid-19/getsuji_shien/index.html
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※みなし大企業は次のいずれかが対象となります。 

・発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

・発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

⑨  ①～⑧までに掲げる者のほかに、応援金(第 2 弾)の趣旨・目的に照らして適当でないと市長が判断するもの 

 

下記の(1)～(4)のすべてを満たすこと 

 

(1) 令和３年６～９月のいずれかの月(以下「対象月」)の事業収入(売上)※が、令和元年又は令和２

年同月(以下「比較対象月」)の事業収入(売上)と比較して 30％以上減少していること。 

又は、令和3年6～9月のうち任意の連続２か月(以下「対象2か月」)の月間事業収入(売上)が、

令和元年又は令和 2 年同月(以下「比較対象 2 か月」)の月間事業収入(売上)と比較して、各月

が連続して 15％以上減少していること。 

※確定申告書等において事業収入として計上するものを指します(収入の総額から経費等を差し引いた利

益ではありません)。なお、不動産収入や給与収入、雑所得や一時所得等は含みません。また、国の持続

化給付金、雇用調整助成金等の給付金・助成金収入は、事業収入(売上)には含めません。(下記(2)

の年間売上も同様) 

(2) 比較対象期間を含む年間売上(税込)が、法人 240 万円以上、個人事業主 120 万円以上

であること。 

(3) 応援金(第 2 弾)を感染対策や事業活動等の充実に活用し、将来に向かって効果が持続する形で

事業活動に取り組むこと。 

(4) 応援金(第 2 弾)の給付を受けた後も事業を継続する意思があること。 

 

※(1)(2)について、令和元年６月２日～令和３年８月 31 日の間に創業又は新規開業した事業者は

特例があります。 詳細は P7 参照 

  

給付要件 
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申請書類 

申請書類一覧 通常 

創業・新規開業特例 

事業承継 

特例 

法人成り 

特例 
開業日 

Ｒ1.6.2～ 

Ｒ2.11.30 

開業日 

Ｒ2.12.1～ 

Ｒ3.8.31 

申請書(様式第 1 号) ○ ○ ○ ○ ○ 

誓約書(様式第 2 号) ○ ○ ○ ○ ○ 

対象月又は対象２か月の事業収入が確認で

きる書類 
○ － － ○ ○ 

比較対象月又は比較対象２か月の事業収

入が確認できる書類 
○ － － ○ ○ 

令和 3 年９月 1 日時点で松山市内に本社・

本店又は住所を有することが確認できる書類 
○ ○ ○ ○ ○ 

本人確認書類の写し ○ ○ ○ ○ ○ 

振込先口座の通帳の写し ○ ○ ○ ○ ○ 

事業収入減少比較表(別紙 1) － ○ － － － 

事業収入減少比較表(別紙 2) － － ○ － － 

法人設立の届出書 － － － － 
○ 

いずれか１つ 
個人事業の開業・廃業等届出書 － ○ 

個人事業主のみ 

いずれか１つ 

○ 

個人事業主のみ 

いずれか１つ 

○ 

事業開始等申告書控え － － － 

創業時の事業計画書 － － ○ － － 
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【書類作成時の注意点】 

※鉛筆や消すことができるボールペンでは記入しないでください。 

※修正テープや修正液を使用しないでください。 

１．申請書(様式第１号) 

➢ 申請者の個人印や法人の代表者印は不要です。 

➢ 申請者欄には、ゴム印を使用しないでください。 

➢ 法人番号は 13 桁でご記入ください。※国税庁法人番号公表サイトで確認可 

➢ 氏名の訂正はできません。※再作成をお願いします。 

➢ 振込先の口座名義人は、通帳等に記載のとおり正確に記入してください。 

➢ 必ず申請者名義の口座を指定してください。(法人の場合は当該法人、個人事業主の場合は当該個人の

口座に限ります。) 

２．誓約書(様式第２号) 

➢ 代表者の欄は、必ず自署でお願いします。また、法人の場合で、ゴム印を使用する際は必ず代表者印を押

印してください。 

３．対象月又は対象２か月の事業収入が確認できる書類 

➢ 法人又は個人事業主が作成している確定申告等の基礎となる売上台帳等の写しを添付してください。 

➢ 売上台帳等を整備していない(メモ程度でしか残していない)場合、市が提供する月別売上表を添付してく

ださい。 

４．比較対象月又は比較対象２か月の事業収入が確認できる書類 
【法人の場合】 

比較対象月又は比較対象２か月を含む「法人税確定申告書(別表 1)」の控え(収受日付印が押されている

もの)、及び「法人事業概況説明書」の控え(両面)を添付してください。(P12 参照) 

➢ 公益法人等(法人税法別表第二に該当する法人)及び法人税法以外の法律により公益法人等とみなされ

る法人である場合は、下記を確定申告書類の代わりに提出することができます。 

法人種別 月間収入の計算書類等 

学校法人 事業活動収支計算書 

社会福祉法人 事業活動計算書 

公益財団法人・公益社団法人 正味財産増減計算書 

※上記に記載のない法人については、比較対象月の収入がわかる書類を提出してください。 

【個人事業主の場合】 

確定申告書等に記載されている個人番号(マイナンバー)欄は黒塗りする等、見えない状態にしてください。 

➢ 確定申告が青色申告の方 

比較対象月又は比較対象２か月を含む「所得税確定申告書(申告書Ｂ)第一表」の控え(収受日付印が

押されているもの)、及び「青色申告決算書」の控えを添付してください。(P13 参照) 

➢ 確定申告が白色申告の方 

比較対象月又は比較対象２か月を含む「所得税確定申告書(申告書Ｂ)第一表」の控え(収受日付印が
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押されているもの)、及び「収支内訳書」の控え、その「収支内訳書」の根拠となる全ての月の売上台帳等を

添付してください。(P13 参照) 

➢ 確定申告をしていない方 

比較対象月又は比較対象２か月を含む「市・県民税申告書(表面・裏面)」の控え(収受日付印が押されて

いるもの)、その「市・県民税申告書」の根拠となる全ての月の売上台帳等を添付してください。(P14 参照) 

 

【注意事項】 

⚫ 確定申告書の控えについては、税務署の受付印、受付日時及び受付番号の印字、税理士等の証明印

のいずれかがあるものを提出してください。(※青色申告会の受付印のみでは受付できません。) 

⚫ 市・県民税申告書の控えについては、市役所の受付印、受付日時の印字があるものを提出してください。 

⚫ 電子申告(e-Tax)で提出した場合は、提出した確定申告書の控えと受信通知の写しの２点を提出してく

ださい。 

５．令和 3 年９月 1 日時点で松山市内に本社・本店又は住所を有することが確認できる書類 

法人：履歴事項全部証明書の写し  

個人事業主：住民票(異動履歴が記載されたもの)の写し 

※いずれも令和 3 年 9 月 1 日以降に発行されたもの。 

６．本人確認書類の写し 

法人代表者又は個人事業主本人の運転免許証、パスポート、保険証等の書類 

➢ 必ず申請者のものを提出してください。法人の場合は代表者のものを提出してください。 

➢ マイナンバーカードを添付する場合は、表面のみ。個人番号部分が見えないようにしてください。※個人番号

通知カードは不可 

※各証明書の有効期限を必ず確認してください。 

７．振込先口座の通帳の写し 

➢ 通帳のオモテ面、通帳を開いた１,２ページ目の両方(金融機関名･支店名･預金種別･口座番号･口座

名義の情報が確認できるページ)の写し。 

インターネットバンキングの場合は、金融機関名･支店名･預金種別･口座番号･口座名義の情報を確認でき

るサイトページ画面の写し。 

※上記のほか、資料の追加をお願いする場合があります。 
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(1) 創業・新規開業特例 

対象月となる令和 3 年 6～9 月との比較を行うことが困難である令和元年 6 月２日～令和３年 8 月

31 日の間に創業又は新規開業した法人又は個人事業主については、特例として、以下のとおり取り扱

います(法人設立日又は開業日を確認できる以下の証拠書類等が必要です)。 

なお、事業収入(売上)の下限要件「比較対象月を含む年間売上(税込)が、法人 240 万円以上、個

人事業主 120 万円以上であること」については、免除となります。 

 

I. 令和元年 6 月２日～令和 2 年 11 月 30 日の間に創業又は新規開業した事業者 

① 令和３年 6～9 月のいずれかの月の事業収入(売上)が、法人を設立した年又は開業した年の月

平均の事業収入(売上)と比較して、30％以上減少していること。 

② 令和３年 6～9 月のうち任意の連続 2 か月の月間事業収入(売上)が、法人を設立した年又は開

業した年の月平均の事業収入(売上)と比較して、各月が連続して 15％以上減少していること。 

※設立又は開業した月は、操業日数にかかわらず、１か月とみなします。 

 

【添付書類】 

＜法人＞ 

⚫ 事業収入減少比較表(別紙 1) 

⚫ 履歴事項全部証明書の写し(※証明書の発行日が令和 3 年 9 月 1 日以降で、発行年月日

が記載されたページを含む全ページを提出してください。) 

＜個人事業主＞ 

⚫ 事業収入減少比較表(別紙 1) 

⚫ 開業・廃業等届出書又は事業開始等申告書の控え 

 

II. 金融機関から融資を受け、又は支援機関による経営支援等を受け事業を進めている事業者であ

って、令和 2 年 12 月１日～令和 3 年 8 月 31 日の間に創業又は新規開業した事業者 

① 令和３年 6～9 月のいずれかの月の事業収入(売上)が、金融機関融資審査時の事業計画等で

想定していた令和３年 6～9 月のうちの同月の事業収入(売上)と比較して、30％以上減少してい

ること。 

② 令和３年 6～9 月のうち任意の連続 2 か月の月間事業収入(売上)が、金融機関融資審査時の

事業計画等で想定していた令和 3 年 6～9 月のうちの同月の事業収入(売上)と比較して、各月が

連続して 15％以上減少していること。 

 

 

特例について 
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【添付書類】 

＜法人＞ 

⚫ 事業収入減少比較表(別紙 2) 

⚫ 履歴事項全部証明書の写し(※証明書の発行日が令和 3 年 9 月 1 日以降で、発行年月日

が記載されたページを含む全ページを提出してください。) 

⚫ 創業時の事業計画書(※事業概要及び月ごとの事業収入(売上)予定額が確認できるもの。

金融機関等で作成している場合はその写しでも可) 

＜個人事業主＞ 

⚫ 事業収入減少比較表(別紙 2) 

⚫ 開業・廃業等届出書又は事業開始等申告書の控え(※左記が準備できない場合は、開業

日、所在地、代表者、業種及び書類発行/収受日が確認できる公的機関が発行/収受した書

類でも可) 

⚫ 創業時の事業計画書(※事業概要及び月ごとの事業収入(売上)予定額が確認できるもの。

金融機関等で作成している場合はその写しでも可) 

 

(2) 事業承継特例 

事業収入(売上)を比較する２つの月の間に事業の承継を受けた事業者で、以下のいずれかを満たすこと。 

① 令和 3 年６～９月の事業承継後のいずれかの月の事業収入(売上)が、令和元年又は令和 2 年

同月の事業承継前の事業収入(売上)と比較して、30％以上減少していること。 

② 令和 3 年６～９月の間における事業承継後の任意の連続２か月の事業収入(売上)が、令和元

年又は令和２年同月の事業承継前の事業収入(売上)と比較して、各月が連続して 15％以上減

少していること。 

なお、事業承継した月の事業収入(売上)は、承継前の者と事業の承継を受けた者の月間事業収入(売

上)の合計を用いることができます。 

 

【添付書類】 

⚫ 比較対象月を含む確定申告書類の控え(※事業の承継を行った者の名義によるもの) 

⚫ 個人事業の開業・廃業等届出書(※比較対象月を含む確定申告書の写しに記載の住所・氏

名からの事業の引継ぎが行われていることが明記されていること。) 
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(3) 法人成り特例 

事業収入(売上)を比較する２つの月の間に個人事業主から法人化した場合で、以下のいずれかを満た

すこと。 

① 令和３年６～９月のいずれかの月の法人の事業収入(売上)が、令和元年又は令和 2 年同月の

法人化前の個人事業主の事業収入(売上)と比較して、30％以上減少していること。 

② 令和３年６～９月の間における任意の連続 2 か月の法人の事業収入(売上)が、令和元年又は令

和２年同月の法人化前の個人事業主の事業収入(売上)と比較して、各月が連続して 15％以上

減少していること。 

ただし、法人化した月の事業収入(売上)は、法人化前の個人事業主と法人化後の法人の月間事業収

入(売上)を合計した金額を用いることができます。 

 

※事業収入(売上)の下限要件「比較対象月を含む年間売上(税込)が、法人 240 万円以上、個人事

業主 120 万円以上であること」については、個人事業主である 120 万円を適用します。 

 

【添付書類】 

⚫ 比較対象月を含む事業年度の確定申告書類 

青色申告の場合：比較対象月を含む「所得税確定申告書第一表」(収受日付印が押されている

もの)の控え、及び「青色申告決算書」の控え 

白色申告の場合：比較対象月を含む「所得税確定申告書第一表」(収受日付印が押されている

もの)の控え及び「収支内訳書」、その「収支内訳書」の根拠となる全ての月の

売上台帳等 

⚫ 法人設立届出書又は個人事業の開業・廃業等届出書 

➢ 法人設立届出書 

「設立の形態」欄において、「１ 個人企業を法人組織とした法人である場合」が選択されて

おり、収受日付印が押印(e-Tax により申告した場合は、受付日が印字)されていること。ただ

し、e-Tax による申告であって、受付日付が印字されていない場合は「受信通知(メール詳

細)」の写しを提出すること。 

➢ 個人事業の開業・廃業等届出書 

「廃業の事由が法人の設立に伴うものである場合」欄に記載があり、その法人名・代表者名

が申請内容と一致していること。また、収受日付印が押印(e-Tax により申告した場合は、受

付日が印字)されていること。ただし、e-Tax による申告であって、受付日が印字されていない

場合は「受信通知(メール詳細)」の写しを提出すること。 

⚫ 履歴事項全部証明書の写し 

設立日が事業収入(売上)を比較する２つの月の間であること。(※証明書の発行日が令和 3

年 9 月 1 日以降で、発行年月日が記載されたページを含む全ページを提出してください。) 
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１．申請に必要な書類の入手方法 

申請様式は、申請窓口(市役所 11 階 大会議室)または、市ホームページからダウンロードすることがで

きます。 

感染拡大防止の観点から、可能な限りホームページからのダウンロードをお願いします。 

 

(1) ホームページからダウンロード 

URL〈http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/sangyo/chusyoukigyou/ouenkin2.html〉 

※法人と個人事業主で申請様式が異なりますのでご注意ください。 

(2) 申請窓口での配布 

松山市役所 11 階 大会議室 (松山市二番町 4 丁目 7-2) 

 

２．申請方法 

オンライン申請、窓口申請、郵送申請のいずれかの方法となります。 

感染拡大防止のため、オンライン（24 時間受付）での申請にご協力ください。 

◆ オンライン申請(令和 3 年 10 月 18 日(月)から市ホームページで受付開始します) 

URL〈http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/sangyo/chusyoukigyou/ouenkin2.html〉 

※オンライン申請フォームの入力事項にはすべて入力をお願いします。 

※申請に必要な添付書類の電子データ(PDF データ)をご準備の上で 

申請フォームボタンから申請してください。 

※添付書類の電子ファイルは正しくアップロードをお願いします。 

◆ 窓口申請 

松山市役所 11 階 大会議室 (松山市二番町 4 丁目 7-2)  8:30～17:15（平日のみ） 

◆ 郵送申請 

〒790-8571  松山市二番町４丁目７－２ 松山市役所別館 4 階 地域経済課分室 

※封筒表面に赤字で「中小企業等応援金(第 2 弾) 申請書在中」と記載してください。 

 

3．申請期間 

令和 3 年 10 月 18 日(月)～ 12 月 17 日(金) ※郵送の場合は、当日消印有効 

 

４．追加書類の提出依頼及び申請内容の確認 

・申請書類に不足や記入漏れ等の不備があった場合、給付までに時間を要することがあります。 

・必要に応じて、追加書類の提出や申請内容の確認のために連絡をすることがありますので、申請書に

は必ず、日中(９時～17 時)に対応可能な連絡先の記入をお願いします。 

・連絡が取れない場合や期日までに指定した書類の提出がない場合には、審査が行えないため、支払

手続きができないことがあります。 

申請の流れ 

http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/sangyo/chusyoukigyou/ouenkin2.html
http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/sangyo/chusyoukigyou/ouenkin2.html
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5．給付決定の取り消し及び返還等 

応援金(第 2 弾)の給付決定後、対象要件に該当しない事実や虚偽、不正等が発覚した場合は、

応援金(第 2 弾)の給付決定を取り消すことがあります。この場合、不正受給を行った申請者は、市の指

定する期日までに、応援金(第 2 弾)の返金に加えて、加算金を支払う義務を負います。 

 

6．その他 

＜業種別ガイドラインの遵守＞ 

営業活動を実施するにあたっては、「業種別ガイドライン」を遵守してください。 

＜検査等＞ 

市長が必要と認める場合には、帳簿、書類についての検査や事務所、事業場等への立ち入りに応じ

る必要があります。 

＜個人情報の取り扱い＞ 

申請書類に記載された情報は、応援金(第 2 弾)の審査・給付に関する事務に限り使用し、同意事

項及び契約事項を除き、他の目的には使用しません。ただし、事務を円滑に進めるため、応援金(第

2 弾)の審査・給付に関する事務に限り、事務を委託する事業者と共有します。 

＜書類の管理＞ 

申請に係る証拠書類を整備し、給付年度の翌年から起算して 5 年間保管して下さい。 

＜監査＞ 

市長及び監査委員が調査又は監査することがあります。 

＜取消し及び返還＞ 

偽りその他不正の行為により応援金(第 2 弾)の給付を受けたことが発覚した場合は、給付決定を取

り消し、返還していただきます。 

＜警察への照会＞ 

行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請の際に暴力団等でない旨の誓約をお願いしており、

内容確認のために必要に応じて警察本部へ照会を行います。 

 

 

応援金(第 2 弾)に関するお問い合わせ先 

応援金(第 2 弾)の申請等に関してご不明な点がありましたら下記までお問い合わせください。 

松山市中小企業等応援金(第 2 弾)コールセンター 

TEL：089-909-7182、080-2853-(1232・1233・1234・1235・1236) 

 受付時間：９:00 ～18 :00  (土日、祝日も受付) 

※当コールセンターは、松山市に申請する方専用の問い合わせ先となりますので、他市町へ申請される

方のご利用はお控えください。(ご案内する内容が異なる場合もあります) 
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＜参考＞比較対象月の事業収入(売上)の確認例 

(1)法人の場合 

法人事業概況説明書「17 月別の売上高等の状況」により、月別の売上(収入)を確認してください。 

※「法人税確定申告書(別表 1)」及び「法人事業概況説明書(オモテ面)」の控えの提出も必要ですのでご注

意ください。(P5 参照) 
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(2)個人事業主の場合  

⚫ 確定申告が青色申告の方 

青色申告決算書「月別売上(収入)金額及び仕入金額」により、月別の売上(収入)を確認してください。 

※「所得税確定申告書(申告書Ｂ)第一表」の控えの提出も必要ですのでご注意ください。(P6 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 確定申告が白色申告の方 

収支内訳書「収入金額の売上(収入)金額」の根拠となる年間の売上台帳等を添付してください。 

※「所得税確定申告書(申告書Ｂ)第一表」の控えの提出も必要ですのでご注意ください。(P6 参照) 
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⚫ 確定申告をしていない方 

市民税・県民税申告書  

項目 7 「事業・不動産所得に関する事項(収入金額)」の根拠となる全ての月の売上台帳等を添付し

てください。 

※「市・県民税申告書(オモテ面)」の控えの提出も必要ですのでご注意ください。(P6 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


